
（ ）

298

0.4

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

情報通信技術研究開発調
査費

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

引き続き、遠隔医療モデルの構築やPHRを民間事業者が取り扱う際
のルール作り等に資する調査・検討、普及啓発等を行うことで、ICTを
活用した医療・介護・健康分野のネットワーク化を一層推進するため。

「新しい日本のための優先課題推進枠」　300百万円

32年度要求

0.7

0.5

事業番号 0083

高齢社会対策、ＩＴ戦略

31年度当初予算

383

0.2

0.4

0.4

384 300

年度31

未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）
世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基
本計画（平成30年6月15日閣議決定）
健康・医療戦略（平成26年7月22日閣議決定、平成29年2月
17日一部変更閣議決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

0 66.7

15

10 14

15

93.3

- -

384 300

関係する
計画、通知等

達成度

0

0

年度

15

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 件

平成３１年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

30 2,968 200 384 300

2,878 197

執行率（％） 83% 97% 99%

平成２８年度
事業終了

（予定）年度
平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

ICTを活用し、医療・介護・健康データを利活用するための基盤を構築・高度化することにより、医療等サービスの飛躍的な向上・効率化、社会保障費の適
正化等の財政健全化等につなげる。

前年度から繰越し - 2,968

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

-

25

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

200

-

29年度

・全国各地で整備されている地域の医療機関等をつなぐ医療情報連携基盤（EHR）について、クラウド技術を活用し、介護事業者等も含めた双方向の情報
連携の実現や医療圏を越えた連携を実現するEHRの整備を行う団体等に対して、その事業費への補助を行う。
・8K等の高精細医療データの医療分野での収集・分析・活用に向け、高精細医療データを活用した遠隔診断や病理診断の実証事業等を実施する。
・医療機関と介護施設の連携、医療機関と個人の連携（オンライン診療等）におけるデータ流通のルール作りに資する技術課題の解決等に向けた実証等を
行う。
・遠隔医療モデルの構築、レセプトデータを活用した診療支援モデルの構築、個人の生涯にわたる医療等のデータを時系列で管理し、本人の判断のもと多
目的に活用する仕組み(PHR)におけるルール作りに資する実証等を行う。

- -

-

- -

- -

人口カバー率5%（3次医療
圏については2.5%）を達成
する基盤の数

2,998

医療・介護・健康データ利活用基盤高度化事業 担当部局庁 情報流通行政局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 情報流通高度化推進室 室長　飯村　由香理

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 2,968

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

医療情報連携基盤の人口
カバー率

実施方法

28年度

％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
総務省設置法第4条第1項第70号

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
地域IoT実装推進ロードマップ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

1% #DIV/0! 99%

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



-

施策 ２．情報通信技術高度利活用の推進

政策 Ⅴ．情報通信（ICT政策）

測
定
指
標

実績値 - -

単位
年度年度

54.9

中間目標 目標年度

28年度

28年度

0

年度

0 3 10

年度

目標最終年度

0 3 9 11

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

医療機関と介護事業者間や広域の地域医療圏における情報連携等を新たに実現し、医療・介護・健康データを利活用するための情報連携基盤や８K
等の高精細医療映像データ利活用のための基盤を構築・高度化することで、効果的な医療と国民の健康寿命の延伸、社会課題の解決に貢献する。

定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

25/1

29年度

197/10

1 22 6

国
費
投
入
の
必
要
性

達成度

○

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

28年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

31

単位

執行額／実施したプロジェクトの件数

単位当たり
コスト

30年度
中間目標

111.1100

単位

29年度 30年度

目標値

成果指標 29年度

モデル数

成果実績

○

本事業は、未来投資戦略2018、世界最先端デジタル国家創
造宣言・官民データ活用推進基本計画及び健康・医療戦略
に基づく取組であり、政策目的の達成手段として必要かつ適
切であり、政策体系の中での優先度も高い事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

件

- -

目標値 -

件

件

2878/22 384/7

31年度活動見込

25 130.8

％

実施したプロジェクトの件数

医療情報連携基盤（EHR）、
オンライン診療等の医療・
介護・健康分野のネット
ワーク化を推進するための
モデルの構築

19.7

活動実績

30年度

百万円

1 22 10

28年度 29年度 30年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

件

計算式 百万円/件

単位

- -

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

評　価項　　目

本事業は、超高齢社会に突入した我が国が直面している生
産年齢人口の減少、医療費の増大等、様々な社会的課題の
解決に寄与するものである。

-- -

本事業は、超高齢社会に突入した我が国が直面している生
産年齢人口の減少、医療費の増大等、様々な社会的課題の
解決に寄与するものであることから、国民のニーズに応える
べく、国が実施すべき事業である。

○

31年度
活動見込

32年度
活動見込

7 11

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
総務省が策定したモデルの数

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

本事業の成果を利用した事業の継続、新事業・サービスの
実施に当たっては、実施する民間企業等の経費負担による
こととしていることから、受益者との負担関係は妥当である。

点検結果

無

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

当初の予定どおり、医療・介護・健康分野における情報連携
基盤等のICTシステムを活用したモデルの確立等に向けたプ
ロジェクトを実施した。

○

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事業実施に当たっては、補助金の交付先団体等と事前に調
整を行い、適切な指摘・助言を行うことで、効率的な予算執
行に努めた。

行政事業レビュー推進チームの所見

医療情報基盤の人口カバー率に関する成果目標は、当初の
計画から遅延しているものの、その他の成果目標について
は、既に達成済みである。

事業実施に当たっては、補助金の交付先団体から資金計画
書を提出させるとともに、変更の際には、変更理由書を提出
させることで、使途が事業目的に即し、真に必要なものに限
定されていることを確認した。

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
請負先の選定に当たっては、一般競争入札を実施し、妥当
性・競争性を確保した。

○

有

執
行
等
改
善

○

「医療情報連携基盤の人口カバー率５％」という成果目標の達成がどれほど素晴らしいことなのか、カバー率の意義がわからないので、このアウトカムの価値が判
断できません。また、「医療情報連携基盤（EHR）、オンライン診療等の医療・介護・健康分野のネットワーク化を推進するためのモデルの構築」をアウトカムとして
いますが、通常モデルの構築は手段で、そのモデルを活用して本来の成果が生まれることを期待します。また、１１のモデルができることがどれほどの成果なの
か、価値が全く想像できません。

引き続き予算の適切な予算執行に努めて参ります。
「医療情報連携基盤の人口カバー率５％」については、目標設定当時、EHRの患者登録者数は全国で約115万人と全人口の１%程度と公表されて
おりました。地域の医療情報連携について知見をもつ関係各所にヒアリングを行い、補助事業期間内において患者登録者数の拡大に向けた取組
を進める際に現実的に達成可能かつ達成する意義のある患者登録者数として、実績報告時に人口の5%と設定したものです。
これまで、医療・介護・健康分野のネットワーク化を推進するため、具体的なモデルを構築し、その普及展開を促してきたところですが、さらに令和２
年度においては、遠隔医療に関してモデル参考書を作成し、積極的に周知広報を行うことで、よりその普及展開を図って参ります。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

請負先の選定に当たっては、基本的に一般競争入札を実施
し、競争性を確保した。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

△

申請時に補助事業期間終了後の計画を記載させる等、本事
業の成果物が継続的に活用されていくよう工夫をしている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

事業実施に当たっては、有識者や関係省庁に事前相談に行
く等、本事業が目的に対し効果的な手段となるよう努めた。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

今後も、標準仕様やルールの策定、モデルの構築等、将来的な展開を見据えたプロジェクトに限定して支出を行うことで、本事業の効率性及び
有効性を高めていく。

本事業は、医療等分野におけるデータ流通の「ルール作り」や「モデルの構築」に資するものであることから、国が実施すべき事業である。
事業実施に当たっては、補助金の使途について事前に必要性を確認するなど、効率的な事業執行に努めるとともに、事業期間終了後の継続
性を求めるなど、事業の有効性を高める工夫をしており、適切な運用が行われていると認められる。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

中間段階での支出は、事業を効率的に実施するために真に
必要なものに限定されている。

事業番号 事業名所管府省名



( )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度 総務省99

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度 総務省 　 0085

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

総 務 省
200百万円

Ａ.東日本電信電話株式会社
総契約額 165.8百万円

(うち医療・介護・健康データ利活用基盤高度

化事業:125.8百万)

Ｅ．特定非営利活動法人ASP・

SaaS・IoTクラウドコンソーシアム
0.9百万円

Ｆ．株式会社じほう
0.4百万円

Ｃ.株式会社

エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所
59.4百万円

Ｄ .一般社団法人

日本脳神経外科学会
9.7百万円

【随意契約（少額）】

【随意契約（少額）】

【一般競争契約（総合評価）】

【一般競争契約（総合評価）】

【一般競争契約（総合評価）】

・医療等分野におけるネットワーク基盤を利

活用する具体的なモデルの調査・実証を実

Ｂ. 民間企業（７機関）
122.6百万円

【再委託】

実証に必要なシステム構築や調査の実施

・オンライン診療を安全かつ効果的に行うモ

デルの構築に向けた実証を実施。

・脳卒中発症患者を対象に、 医師同士が

遠隔診断・治療補助システムを用いた場合

・クラウド事業者が医療情報を安全に管理す

るに当たり必要となる事項について調査を実

・医療・介護分野の政策や現場の取組の最



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

6

7

4

5

株式会社ストロー
ハット

6011201011242
実証に係る既存システムの
機能追加・開発作業を実
施。

5 その他 - -

株式会社ワイズマン 2010001154503
実証に係る既存システムの
機能追加・開発作業を実
施。

4 その他 - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社エム・エイ
チ・アイ

4011101003449
実証システムの開発・運
用・管理保守やレセプト
データの加工処理を実施。

45 その他 -

その他 - -

株式会社三菱総合
研究所

6010001030403

医療機関と介護事業者間
等の情報連携に必要となる
データ標準化に関する調査
を実施。

25 その他 - -

2

-

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式
会社

7010001064648
実証環境の構築及びアプリ
ケーション開発等を実施。

40

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

医療等分野におけるネット
ワーク基盤を利活用する具
体的なモデルの調査・実証
を実施。

契約方式等

一般競争契約
（総合評価）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1 99.6％

法　人　番　号

8011101028104 125.8

入札者数
（応募者数）

落札率

1

計 59.4 計 9.7

C.株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 D.一般社団法人日本脳神経外科学会

費　目 使　途

業務費 実証に係る人件費、旅費等 59.4 業務費 調査費、調査に係る人件費等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

業務費実証に係る人件費、システム構築費等

費　目

計 125.8 計 45

費　目 使　途

B.民間企業(株式会社　エム・エイチ・アイ)
金　額

(百万円）

125.8 実証に係るシステム構築費、人件費等

使　途

業務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載） 9.7

金　額
(百万円）

A.東日本電信電話株式会社

株式会社ｂｒｉｇｈｔ　ｖｉｅ

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ経営研究
所

1010001143390
PHR（Personal Health
Record）関連の調査を実
施。

2.1 その他 - -

5180001113159

45

実証に係る既存システムの
機能追加・開発作業を実
施。

1.5 その他 - -

東日本電信電話株
式会社

チェック
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1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社じほう 8010001031283
医療・介護分野の政策や現
場の取組の最新情報の収
集及び提供を実施。

0.4
随意契約
（少額）

- -

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ経営研究
所

1010001143390
オンライン診療を安全かつ
効果的に行うモデルの構築
に向けた実証を実施。

59
一般競争契約
（総合評価）

1 99％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一般社団法人日本
脳神経外科学会

7010005018336

脳卒中発症患者を対象に、
医師同士が遠隔診断・治療
補助システムを用いた場合
の有用性の調査を実施。

9.7
一般競争契約
（総合評価）

1 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

特定非営利活動法
人ASP・SaaS・IoTク
ラウドコンソーシアム

5010705001329

クラウド事業者が医療情報
を安全に管理するに当たり
必要となる事項について調
査を実施。

0.9
随意契約
（少額）

- -
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